
答申第１２９号（諮問第１４６号）別表

公文書の内容 図面等 枚数 不開示箇所 不開示部分の内容 開示部分における事業者情報
開示部分における事業者情報が条例第７条第３号の不開示情報に該当しない
理由
※本件処分と異なる箇所は、ゴシック体で表記した。

⑧
認定農業者に対する経営改善計画に係る
アンケート結果

特定市町が特定地域内の認定農業者を対象に、特定事業に関連して実施した農業者の
経営改善計画に係るアンケート

無し ○ 一部 個人名及び地番
＊個人に関する情報
　個人名及び地番以外の部分

＊個人識別性の有無
　個人名及び地番以外の部分は、個人に関する情報であるが記載内容では個
人を識別することができるものとは言えない。

⑨ 農振除外予定箇所位置図 処分除外申出地一覧表と対応する位置図（地番現況図） 有り ○ 一部
61頁～63頁の地番現況図外に
記載された地番情報

当該事業における除外予定位置図
（地番現況図）

　特定市町の農業振興地域整備計画に属する情報であり、必要があれば当然
に公開すべきものであるため。

⑩ 事業計画配置図
・特定設備の配置計画図
・配置場所（地番）の確認整理表

有り ○ 一部
・配置計画図は全情報
・確認整理表の地番

確認整理表の情報のうち、除外申出地に係る
特定設備がない箇所の用途

　確認整理表の情報のうち事業者情報は、除外申出地に係る特定設備がない
箇所の用途が記載されているだけで、事業者の保有するノウハウには当たら
ず、公にすることにより、当該法人の権利、競争上の地位その他正当な利益
を害するおそれがあるとまでは言えない。

⑪ 農用地区域及び除外予定図 農用地区域内（黄色部分）のうち、除外を申し出ている区域（斜線部）を示した図面 有り ○ 無し 無し 事業計画平面図
　大まかな事業用地が色づけされているが、同様の資料は既に特定事業の
ホームページで公開されているため、公にすることにより、当該法人の権
利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるとは言えない。

⑫ 農振除外判断疑義確認資料 農地分断等に係る除外の判断疑義の確認資料 有り ○ 無し 無し 無し ー

⑬ 航空写真 特定地域の航空写真 有り ○ 無し 無し 無し ー

⑭ 被害防除計画書
周囲の農地、人家、道路等への被害のおそれを生じさせないための対策、措置等を記
載したもの

無し ○ 一部 代表者印の印影 被害防除計画
　被害を防ぐための計画を記載したもので、事業者の保有するノウハウには
当たらず、公にすることにより、当該法人の権利、競争上の地位その他正当
な利益を害するおそれがあるとまでは言えない。

⑮ 土地利用計画図 ⑭を説明するための図面 有り ○ 一部 被害防除策を示した図
凡例、特定設備姿図、特定設備数・容量、注
書き

　凡例、特定設備姿図、注書きは専ら当該事業に係属する内容であり、開示
することによって当該事業者の事業活動が損なわれるとは認められず、公に
することにより、当該法人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害する
おそれがあるとまでは言えないため。
　特定設備数・容量は当該事業の一部であり、公にすることにより、当該法
人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるとまでは言
えない。

⑯ 特定施設配置計画図及び断面図 特定施設の配置計画図面及び盛土、切土の断面図 有り ○ 無し 断面図 特定施設配置計画図

　断面図はどのように造成されたか判明する文書であるため、公にする
ことにより、当該法人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害する
おそれがあるため、不開示情報に該当すると思料する。

　特定施設の配置場所は既に特定事業のホームページで公開されている。具
体的な内部の配置図については簡略したものであることに加えて、あくまで
案であり、開示することによって当該事業者の事業活動が損なわれるとは認
められず、公にすることにより、当該法人の権利、競争上の地位その他正当
な利益を害するおそれがあるとまでは言えない。

⑰ 代替地検討資料 事業用地として農用地以外の土地を検討したことを示す資料 無し ○ 一部 検討した土地の所在地 事業に必要な土地の条件
　事業に必要な土地の条件を記載したもので、事業者の保有するノウハウに
は当たらず、公にすることにより、当該法人の権利、競争上の地位その他正
当な利益を害するおそれがあるとまでは言えない。

公文書の名称



答申第１２９号（諮問第１４６号）別表

公文書の内容 図面等 枚数 不開示箇所 不開示部分の内容 開示部分における事業者情報
開示部分における事業者情報が条例第７条第３号の不開示情報に該当しない
理由
※本件処分と異なる箇所は、ゴシック体で表記した。

⑱ 事業計画書

特定事業の目的、土地の利用計画、現在の事業状況、申請地を取得しないといけない
理由等を記載したもの
※文書中、発電出力○mwは、特定事業のホームページで公開されている情報（発電能
力○mwと表記）

無し ○ 一部
事業用地面積、計画全体面
積、架台総数、設置PCS（ﾊﾟﾜｰ
ｺﾝﾃﾞｼｮﾅｰ）総数

事業目的内容、利用計画、事業状況、申請地
取得理由、申請地選定理由

　左記は当時の特定地域の状況や事業の計画等で、事業者の保有するノウハ
ウには当たらない。したがって、公にすることにより、当該法人の権利、競
争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるとまでは言えない。

⑲ 法人登記 特定市町農業振興地域整備計画変更申出書を提出した法人の履歴事項全部証明書 無し ○ 無し 無し 登記情報すべて
登記情報であり、何人でも閲覧することができるとされている情報であるた
め。

⑳ 定款 特定市町農業振興地域整備計画変更申出書を提出した法人の定款 無し ○ 一部
法人名及び定款の表題を除く
すべて

法人名、表題、第１条～第５条第１項

第１条～第５条第１項は法人の履歴事項全部証明書で公開されているた
め、不開示情報には当たらないと思料する。

法人名は公知の事実である。また、定款を定めている事実を公にすること
は、当該事業者に対して何ら不利益を与えるものではないため、公にするこ
とにより、当該法人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれ
があるとまでは言えない。

㉑ 信託契約書 事業継承に係る契約書 無し ○ 一部
信託契約書の表題、前文及び
契約者名を除くすべて

表題、前文、委託者名、受託者名

前文、委託者名及び受託者名は当事者名を記載したものであり、特定事
業のホームページで同様の内容が公開されているため、不開示情報には
当たらないと思料する。

当該文書は事業承継の契約書であり、事業承継されていることは特定事業の
ホームページで公開されているため、表題は公にすることにより、当該法人
の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるとまでは言え
ない。

㉒ 系統連系関係書類

事業者が特定事業者に電力を販売するための系統連携（接続）についての特定事業者
の承諾通知書
（１）特定発電施設設置に伴う確認事項
（２）特定発電からの電力販売に関する申込書〔高圧・特別高圧〕
（３）系統連係承諾通知書
（４）系統連系に係る契約のご案内

無し ○ 一部

配線方法、売電形態、引込方
法、契約容量、インバータ
（定格出力）、個人名、個人
の携帯番号

（１）事業者名、特定事業者への事前相
　　　談開始日、高圧・低圧の別、発電出
　　　力、添付書類の名称
（２）申込年月日、連系希望日、申請種別、
　　　事業者名、設備住所・名称、契約種
　　　別、案内の送付先、発電出力、
　　　特定発電以外のその他発電設
　　　備状況、設備ID、設定年月日、
　　　施設種別、申込代行者
（３）事業者名、設備名称、受給最大電力
（４）事業者名、設備ID、発電出力、
　　　契約年月日

（２）の表中の項目「ご案内の送付先」の情報は、事業者の依頼先であ
る法人の情報であり、公知の情報ではなかったことから、公にすること
により、当該法人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそ
れがあるため、不開示情報に該当すると思料する。

　発電出力、設定年月日、受給最大電力、設備IDは既に「事業計画認定情報
公表用ウェブサイト」で公開されているため。
　上記以外の事業情報は左記のとおりである。しかしながら、系統連系の手
続きは既に完了していること、当該文書から判明するのは系統連系の手続き
を正当に行っている事実であることから、公にすることにより、当該法人の
権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるとまでは言えな
い。

㉓ 発電事業計画書及びみなし認定完了通知

事業者の電力の固定価格買取制度（FIT認定）に係る経済産業省あて提出書類及びみ
なし認定手続き完了のお知らせメール
（１）代行提出依頼書
（２）再生エネルギー発電事業計画書【みなし認定用】
（３）電子メール（件名：【みなし認定移行手続】完了のお知らせ）

無し ○ 一部

設備の所在地、事業区域の面
積、工事費負担金、個人名、
メールアドレス、設備の所在
地

（１）依頼者住所・氏名・法人番号・電話
　　　番号・FAX番号、設置事業者名、
　　　添付書類の有無
（２）事業者名、設備ID、合計出力、
　　　工事費負担金を除く事業内容
（３）設備ID、事業者名、発電出力

　事業者名、設備ID、発電（合計）出力は既に「事業計画認定情報公表用
ウェブサイト」で公開されているため。
　上記以外の事業情報は左記のとおりである。しかしながら、FIT認定の手
続きは完了していること、当該文書から判明するのはFIT認定の手続きを正
当に行っている事実であることから、公にすることにより、当該法人の権
利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるとまでは言えな
い。

㉔ 仕様書 特定工事にかかる仕様書（各工区内訳表、設備・特定設備・フェンス） 有り ○ 全部
設備、特定設備、フェンスの
仕様

仕様書すべて ー

○

○合計頁数

合計枚数

公文書の名称


